
奨学金 

制度の改善と、返済負担の軽減を 
今や多くの大学生が利用している奨学金。少子化対策の観点からも、安心して学べるよう奨学金制度の

見直しと、返済負担の軽減の双方が求められます。                 

 電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１３５（２０２３.３） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。
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※高等教育修学支援制度は世帯収入に応じて 2/3、1/3 と支援額 

が異なる 

出所：内閣官房資料をもとに電機連合作成 

 

  

２
０
２
２
年
に
生
ま
れ
た
子
ど
も
の
数
は
80

万
人
を
割
り
込
み
、
社
会
に
大
き
な
衝
撃
を
与

え
ま
し
た
。
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所

の
推
計
で
は
79
万
人
台
に
な
る
の
は
33
年
と

さ
れ
て
い
ま
し
た
。
想
定
よ
り
11
年
も
早
く
少

子
化
が
進
ん
だ
こ
と
に
な
り
、
状
況
は
深
刻
で

す
。 少

子
化
の
要
因
の
一
つ
に
あ
げ
ら
れ
る
の
が
、

教
育
費
負
担
の
重
さ
で
す
。
な
か
で
も
高
等
教

育
費
は
重
く
、
組
合
員
を
対
象
と
し
た
電
機
連

合
調
査
で
は
、
長
子
が
大
学
生
の
場
合
、「
自
宅

通
学
」
で
月
額
12
・
５
万
円
、「
一
人
暮
ら
し
」

で
は
同
14
・
２
万
円
と
な
り
、
世
帯
月
収
比
は

22
・
０
％
、
25
・
２
％
と
２
割
強
に
達
し
て
い

ま
す
。
こ
の
割
合
は
、
他
の
成
長
段
階
に
比
べ
て

突
出
し
て
高
く
、
高
等
教
育
費
の
負
担
が
い
か

に
重
い
か
が
う
か
が
わ
れ
ま
す
（
図
表
１
）
。 

                 

   

こ
の
よ
う
に
高
等
教
育
費
負
担
は
中
間
所
得

層
に
と
っ
て
も
重
く
、
今
や
大
学
生
の
２
人
に

１
人
が
何
ら
か
の
奨
学
金
を
利
用
し
て
い
ま
す
。 

公
的
な
奨
学
金
に
は
返
済
が
不
要
の
「
給
付

型
」
と
、
無
利
子
と
有
利
子
に
分
か
れ
る
「
貸
与

型
」
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
に
所
得
制
限
が

あ
り
ま
す
。
世
帯
人
数
や
国
公
立
・
私
立
、
自
宅

生
・
自
宅
外
生
に
よ
っ
て
も
変
わ
っ
て
き
ま
す

が
、
給
付
型
で
世
帯
年
収
３
８
０
万
円
未
満
（
両

親
と
大
学
生
、
中
学
生
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
）
が
対

象
、
貸
与
型
は
、
無
利
子
で
８
０
０
万
円
程
度
未

満
、
有
利
子
は
１
１
４
０
万
円
程
度
未
満
と
な

り
、
こ
れ
ら
を
超
え
る
と
制
度
を
利
用
す
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
（
図
表
２
）
。 

                 

こ
う
し
た
状
況
に
職
場
か
ら
は
、「
親
の
収
入

に
よ
っ
て
子
ど
も
の
選
択
肢
が
狭
め
ら
れ
る
こ

と
が
な
い
よ
う
、
せ
め
て
貸
与
型
は
な
く
し
無

利
子
に
一
本
化
し
て
ほ
し
い
」「
卒
業
後
に
返
す

の
は
本
人
で
あ
り
、
そ
こ
に
制
限
は
設
け
な
く

て
よ
い
」
と
い
っ
た
制
度
の
改
善
を
求
め
る
声

が
複
数
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
安
心
し
て
進
学

で
き
る
よ
う
給
付
型
や
無
利
子
貸
与
型
の
対
象

者
拡
大
な
ど
が
必
要
で
す
。
組
織
内
議
員
の
浅

野
議
員
も
こ
の
問
題
を
衆
議
院
予
算
委
員
会
等

で
度
々
取
り
上
げ
、
貸
与
型
奨
学
金
の
所
得
制

限
の
撤
廃
な
ど
を
政
府
に
求
め
て
い
ま
す
。 

   

一
方
、
大
学
を
卒
業
し
て
奨
学
金
を
返
済
し

て
い
る
人
に
対
し
て
の
負
担
軽
減
も
求
め
ら
れ

ま
す
。
前
出
の
電
機
連
合
調
査
で
は
、
29
歳
以

下
の
独
身
男
性
の
15
・
５
％
、
独
身
女
性
で
11
・

９
％
が
、
返
済
負
担
が
重
い
と
回
答
し
て
い
ま

す
。
職
場
か
ら
は
、
「
長
期
間
に
渡
る
返
済
で
、

今
も
家
計
を
圧
迫
し
て
い
る
」「
社
会
人
に
な
っ

た
瞬
間
か
ら
数
百
万
の
借
金
を
背
負
う
の
は
、

親
の
所
得
に
よ
る
不
平
等
や
、
人
生
に
お
け
る

負
担
が
大
き
過
ぎ
る
」
と
い
っ
た
切
実
な
声
が

上
が
っ
て
お
り
、
負
担
を
軽
減
す
る
為
の
税
制

支
援
（
所
得
控
除
ま
た
は
税
額
控
除
等
）
な
ど
の

施
策
が
必
要
と
考
え
ま
す
。 

   

子
育
て
世
帯
、
そ
し
て
奨
学
金
返
済
者
の
置

か
れ
た
状
況
を
放
置
す
れ
ば
、
結
婚
や
出
産
を

た
め
ら
う
人
が
増
え
、
少
子
化
を
さ
ら
に
加
速

さ
せ
て
し
ま
う
と
い
っ
た
事
態
に
つ
な
が
り
か

ね
ま
せ
ん
。 

電
機
連
合
は
、
政
府
が
掲
げ
る
「
異
次
元
の
少

子
化
対
策
」
の
動
向
に
注
視
つ
つ
、
安
心
し
て
学

べ
る
環
境
づ
く
り
に
む
け
て
引
き
続
き
政
策
・

制
度
要
求
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。 

■図表１ 月額教育費と世帯月収に占める割合 

（子どものいる男性既婚者世帯） 

■図表２ 奨学金制度の概要 

小学生１～３年 53.8 2.5 4.7

小学校４～６年 54.4 3.2 5.8

中学校 54.0 4.2 7.7

高校・公立 55.5 4.7 8.4

高校・私立 59.1 8.3 14.1

大学・自宅通学 56.8 12.5 22.0

大学・一人暮らし 56.2 14.2 25.2

世帯月収
(万円)

長子の成長段階
教育費の
割合(%)

月間
教育費
(万円）

（年収）

～380万円程度 ～800万円程度 ～1,140万円程度

無利⼦奨学⾦（貸与） 有利⼦奨学⾦
（貸与）

給付型奨学⾦
最⼤91万円（年額）

授業料等減免
最⼤70万円（年額）

⾼等教育
修学⽀援新制度
（返済不要）

最⼤76.8万円（年額） 最⼤144万円
（年額）


